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2022年 3月期通期決算説明会 質疑応答要旨 

【日   時】 2022年5月1９日（火） 14:00～14:50 

【開 催 方 法】 Zoomウェビナー 

【登 壇 者】  代表取締役社長 宮部佳也 
      執行役員 財務・主計・営業経理担当 桝谷修司 
         財務部長 海野太郎 
         IT企画部長 寺崎誠司 
 

【2023年 3月期の見通しについて】 

Q. 2023年 3月期の営業活動利益見通しは、電子・デバイスセグメントの ICTソリューション事業は
横ばい、鉄鋼・素材・プラントセグメントの鋼管事業は減益の見通しだが、実態がそうなのか、あ
るいは保守的に見ているのか、実際の感触を教えてほしい。 

A.  ICTソリューション事業は、事業環境こそ好調で維持すると思われるものの、一段の利益の積上げ
には営業・技術ともリソースが足りていない状況もあり、加えて基幹システム更改に伴う減価償却
などのコスト増や、半導体不足からくる部品部材の供給難などのリスクを考えると、次期の見通し
が 2022年 3月期並みとなるのはある程度現実的な見通しであると考えている。 

鋼管事業は、2022年 3月期実績の 17億円から 6億円減益の 11億円の見通しとしているが、2022
年 3月期は雇用助成による一過性利益が約 4～5億円あったため、この部分は減益になる見通しで
あり、事業環境的には前期並みの水準を想定している。ロシア・ウクライナ危機による原油価格の
上昇や、米国内におけるエネルギー供給力を増大する方向への政策転換は追い風になっているが、
脱炭素による投資制約や米国労働市場逼迫による生産加工への影響の可能性もあるため、ある程度
保守的に見ている。 

Q. モバイル事業については少し問題意識を持っているとのご説明だが、キャリアによる代理店政策の
戦略の変化にどのように対応していく考えかをお聞かせいただきたい。 

A． モバイル事業は、2022年 3月期に買収した二次代理店と当期 4月 1日付でクロージングした一次
代理店、これらの買収効果は買収試算時で約 5億円を見込んでおり、また前期には訴訟に関する弁
護士費用で約 1.5億円の一過性費用があったことから、2023年 3月期は前期比 7億円の増益の見
通し。 

日本国内での携帯電話の台数は約 2億台弱と飽和状態であるものの、4年スパン程度での買い替え
需要は毎年 3,000～4,000万台あるため、代理店での携帯電話の販売は引き続き安定的な収益が見込
める事業と考えている。また、大きな技術革新や画期的な新商品、新サービスが生まれれば、そこ
にもまた成長が見込めるため、依然として、ある程度安定的な収益が見込める事業ではあると思っ
ている。 

一方、キャリアからの手数料が減少の方向にあることは否めず、今後は法人向けのビジネスに軸足
を置いていく考え。コロナによりリモートワーク環境の整備が進み、ビジネスユースでのモバイル
端末の必要性が一層高まっており、法人向けのモバイルソリューション的な商機が増えていく。ま
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た、法人分野ではローカル 5Gという、キャリアを介さずに地域、工場、病院などの限られた区域
内における高速、多数同時接続が可能となる仕組みが普及してきており、BtoB の分野についても、
色々な展開が期待でき、成長性が高い分野と見ている。 

【中長期の見通しについて】 

Q. 2022年 3月期の当期利益は 160億円の実績で、2023年 3月期は 180億円の見通し、2024年 3月
期の目標は 200億円と順調な利益の増加を見込まれているが、特に 2024年 3月期に対して利益が
伸びるとの手応えを感じている分野について教えてほしい。 

A.  2023年 3月期見通しは 2022年 3月期の実績からプラス 20億円であるが、実施を予定している事
業投資の積上げとコロナからの本格的な回復が期待される既存事業の増益により、ある程度目処が
立っている。2024年 3月期については、更にプラス 20億円になるが、こちらはもう一段の事業投
資の積上げによる利益の貢献がなければ難しいと考えている。これについては、2023年 3月期の 1
年で尽力していく考え。 

Q. 決算説明資料「３．DX推進体制・取組み状況」のご説明は非常に興味深く聞かせていただいた
が、アナリストから見ると、他社も然りだが DXによってどこで利益が増えるのか理解しづらい。
今後、DXを進めていくことによるプラスの影響はどういうところに出てくるのかを教えてほし
い。 

A. 当社には 100社以上のグループ会社が存在し、その各々が日々ビジネスを展開しているが、デジタ
ル化が遅れている分野もあり、そこに革新的な技術を取り入れてイノベーションを起こすことで新
たなビジネスが生まれるという可能性が広がっていると考えている。部門横断組織である「先進技
術・事業連携チーム」が中心となって、グループを挙げた DXの推進に取り組んでいる。 

【事業投資について】 

Q. 新規事業投資に関して、これまでの投資実績と評価できる分野、2023年 3月期に見込んでいる投
資額を教えてほしい。 

A. 中期ビジョン前半は、固定資産投資や融資を含めて 230億円の投資実績であり、うち事業投資とし
ては 160億円、それによる利益増加は 14億円程度だった。 

後半初年度となった 2022年 3月期の投資実行額は約 100億円で、韓国の鉄鋼メーカーへの投資や
グループ会社の兼松アドバンスド・マテリアルズが買収した寒川商事などが利益に貢献している。
また、携帯電話代理店の買収も即効性の高い利益貢献となる見通し。 

 


